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その２（災害急性期ｰ亜急性期）
筑波大学附属病院
大震災復興緊急対策本部編

筑波大学附属病院
大震災復興緊急対策本部





日本海溝・千島海
溝周辺海溝型地震

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震

想定（平成17年） 死者約11,000人、経済被害約112兆円等
大綱（平成17年） 首都中枢機能の維持等
戦略（平成18年） 今後10年で死者数を半減、被害額を４割減

想定（平成15年） 死者約9,200人等

大綱（平成15年） 被害軽減のための緊急耐震化対策、
地域における災害対応力の強化等

戦略（平成17年） 今後10年で死者数、被害額を半減

想定（平成18年） 死者約2,700人等

大綱（平成18年） 津波防災対策の推
進、積雪寒冷地特有の問題
への対応等

戦略（平成18年度内策定予定）

注
）

唯一予知の可能性のある地震

西日本全域に及ぶ超広域震災

20mを超える大きな津波

Ｍ７クラスの地震はある程度の切迫性を有する

いつ大地震が発生してもおかしくない

今世紀前半での発生が懸念
宮城県沖地震をはじめ切迫性が指摘

想定（平成15年） 死者約18,000人等
大綱（平成15年） 津波防災体制、広域防災体制の確立、時間差発

生による災害拡大の防止等
戦略（平成17年） 今後10年で死者数、被害額を半減

想定：発生時刻等の様々なシーンのうち最大の被害
大綱：対策のマスタープラン
戦略：定量的な減災目標と実現方策（地震防災戦略）

中央防災会議における地震防災対策
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大震災発生後の筑波大学附属病院の対応

3月11日：発災当日

● 24時間対応の災害対策本部の設置

医薬品等の枯渇防止、応援のための人的資源確保、緊急対

応を考慮した、予定入院の延期、緊急性の少ない手術・検査

等の制限、稼働病床数の縮小（500床）、外来抑制（△30％）、

35診療科全ての当直体制などの非常事態に対応した診療体制

を編成

● 厚生労働省からの派遣要請に基づき、本院ＤＭＡＴを全国隊中、
最も早く北茨城市災害対策本部に出動させ、現場総括を務め

現地行政や現地医療機関と連携して、後着DMAT15隊を指揮し、

被災者のトリアージ、被災病院の患者転院マネージメントを行う

3月14日：発災4日目（通常災害でDMAT活動急性期終了時期）

● 被災患者の緊急受入れ等に不可欠な通信状況も改善されてき

たため、全科当直体制を解除して通常当直・全診療科オンコー

ル体制に戻す
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3月15日：発災5日目
● 院内のライフラインはほぼ復旧してきたこと、また、茨城県は復
興までの間計画停電の対象外となったことなどから、被災状況の
深刻な県北・県央、福島県南部への人的支援などを目途として、
「大震災復興緊急対策本部」に拡大編成して24時間本格稼働開始
当該対策本部は、震災に関する全ての院内・院外情報を収集し、
また、発信する情報の一元管理を行うとともに、患者受入れの
ベッドコントロール、医療材料確保、被災地への人的・物的支援、
行政、医師会、院内各組織などとの一切の調整権限を有する
昼間：医師4人、看護師１名（最大時3名）、事務5人（最大時11人）
夜間：医師、事務とも各々2人

3月17日：発災7日目
● 院内で使用する医療材料の確保の見通しが立ったため、制限
していた入院診療（500床→600床）、予定手術、外来診療、MRI・
CT・アンギオの稼働を節電などを配慮の上、徐々に回復すること
を対策本部が決定
→手術や侵襲的検査は19日からの3連休を平日扱いとして開始

● 対策本部指示で手術会議で、週末（19日～21日）の予定手術を決定
（22日からは50％稼働、28日からは100％稼働）

●対策本部が MRI・CT・アンギオの週末稼働（50％）を決定
（再開時、節電などを配慮し、22日からは、100％稼働）
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3月18日⑧ ● 通常のベッドコントロールを行い、予定入院・予定手術を決定
＊発災後7日間で、平時の4倍の救急車受入（年間にして6300台ペース）
3月19日⑨ ● 土曜日を含む3連休も高度医療機関としての大学病院の機能

回復のため、使用可能な手術室を用いて一般疾患への手術開始
3月20日⑩ ● 県内・県外医療機関への診療材料の供給を目途として、「大震

災緊急復興対策本部」内に、２４時間対応の「緊急医療材料供給
センター」を設置する。

3月22日⑫ ● 災害時期は復興期となり、被災患者の受入れなども落ち着いて
きた。本部長の非常事態宣言解除を受けて、対策本部の機能を
「緊急体制」から「復興体制」にシフトすることに伴い、 「大震災復興
対策本部」と改称して、業務を医療支援、物資支援に縮小するとと
もに、院内の診療体制は早期に通常体制に戻す
昼間：医師2人、事務4人、夜間：医師1人、事務2人

3月26日⑯ ● 災害時期が物資支援中心となるため、本部業務は常駐は昼間
のみで、夜間は警備員が初期対応し、本部職員はオンコール体制
に変更。 昼間（7～21時）：医師1人、事務2人

3月28日⑱ ● ほぼ震災前の通常診療体制に復帰
3月31日㉑ ● 平常化してきたことから大震災復興対策本部を解散

● 継続したスタッフ派遣等に対応するため,

メディカル・マネージメント室（災害・緊急医療調整室）を設置
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災害拠点病院（さいがいきょてんびょういん）とは、
日本において、地震・津波・台風・噴火等の災害発生時に
災害医療を行う医療機関を支援する病院のことである。
各都道府県の二次医療圏ごとに原則1カ所以上整備される。
1995年の阪神・淡路大震災を受けて同年4月に被災地の
医療機関、医師会の関係団体、救急医療、建築、機器設備、
情報通信、医薬品の専門家等による「阪神・淡路大震災を
契機とした災害医療体制のあり方に関する研究会」（厚生
科学研究費補助金（健康政策調査研究事業）による研究班）
より研究成果が発表され、患者の広域搬送や応急用
資器材の貸出し、医療救護チームの派遣等に対応できる
「災害医療支援拠点病院」の設置が提言された[1]。

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E9%9C%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B4%A5%E6%B3%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%B0%E9%A2%A8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%99%B4%E7%81%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%BD%E5%AE%B3%E5%8C%BB%E7%99%82
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E9%96%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%97%85%E9%99%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%BD%E9%81%93%E5%BA%9C%E7%9C%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E5%9C%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/1995%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/1995%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/1995%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%98%AA%E7%A5%9E%E3%83%BB%E6%B7%A1%E8%B7%AF%E5%A4%A7%E9%9C%87%E7%81%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%BD%E5%AE%B3%E6%8B%A0%E7%82%B9%E7%97%85%E9%99%A2
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これを受ける形で厚生省は各都道府県知事宛に「災害時における
初期救急医療体制の充実強化ついて」（翌年の平成8年5月10日
健政発第451号健康政策局長通知）を発出し、各都道府県内や
近県において災害が発生し、通常の医療体制では被災者に対する
適切な医療を確保することが困難な状況となった場合に、
都道府県知事の要請により傷病者の受け入れや医療救護班の
派遣等を行うこととなった。災害拠点病院の旨は受付等に標榜できる。

災害拠点病院要項（茨城県には11病院）、筑波大学病院は認定無し
・建物が耐震耐火構造であること。
・資器材等の備蓄があること。
・応急収容するために転用できる場所があること。
・応急用資器材、自家発電機、応急テント等により自己完結できること。
（外部からの補給が滞っても簡単には病院機能を喪失しないこと）
・近接地にヘリポートが確保できること。

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E7%9C%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%BD%E9%81%93%E5%BA%9C%E7%9C%8C%E7%9F%A5%E4%BA%8B


朝日新聞
2011年
４月27日

実は、県西総合と
取手協同も
病棟の倒壊と
水・電気の遮断で
診療制限あり
→11病院中

3病院のみ



University of Tsukuba Hospital

北茨城
高萩
医療

日立 水戸 筑波

発災直後の
避難者・傷病者

県内・隣県の医療機関



University of Tsukuba Hospital

北茨城
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日立 水戸 筑波

災害避難者、
災害・一般傷病者

この連鎖的医療体制崩壊を防ぐには
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県内・隣県の医療機関
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北茨城
高萩
医療

日立 水戸 筑波

発災直後の
避難者・傷病者

災害急性期の段階から
県内・隣県の医療機関



北茨城
高萩
地区

日立 水戸 筑波

発災直後の
避難者・傷病者

急性期の迅速・的確な人的・物的医療支援

災害急性期の段階から
県内・隣県の医療機関



University of Tsukuba Hospital



診療機能を低下させた主原因
 

診療機能を低下させた主原因
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茨城県の救急告示病院の被害状況　（平成２３年３月１２日　ＡＭ４時現在）

透析（可・不可） 手術（可・不可） 心カテ（可・不可） 放射線（可・不可） CT（可・不可） MRI（可・不可） DMAT支援が必要か

1 水戸済生会総合病院 水は貯水槽。自家発電装置。 ×
４ｈなら○。
緊急オペあ
り。

× ○ ○ × ×

2
医療法人財団古宿会
水戸中央病院

壁に亀裂。水×（水タンクは○）。ガス○。
自家発電中。

× × × × × ×

3 ○ 水戸赤十字病院
６Ｆの病棟は移動。ガス○。水タンク△。電
気×。

○ × × × × ×

4
医療法人社団青潤会
青柳病院

外観は異常なし。水・電気・ガス× × × × × × ×

5 医療法人清真会丹野病院 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明

6
医療法人社団協栄会
大久保病院

不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明

7 総合病院水戸協同病院
建物損壊及び医療機器故障のため，近隣
医療機関にＤＭＡＴが搬送中。

× × × × × × ＤＭＡＴ受入れ中

8 城南病院 外観ひび割れ。水×。自家発電中。 × × × × × ×

9
国家公務員共済組合連合会
水府病院

外観ひび割れ。タンクの水で対応中。自家
発電中。ガスは使用していない。

× × × × × ×

10
医療法人桜丘会
水戸ブレインハートセンター

不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明

11
独立行政法人国立病院機構
水戸医療センター

不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明

12
医療法人誠潤会
城北病院

不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明

13
医療法人渡辺会
大洗海岸病院

ガラス破損。電気×。ガス○。水×。 × × × × × ×

14 ○ 茨城県立中央病院 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明 不明

救急告示病院 病院の建物・ライフラインの被害状況
受入れられる機能災害拠

点病院



CSCA・TTT

広域災害時は、Intelligence

(情報収集）も必要か
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東日本大震災の場合
●被災状況の把握・視察と報告２（発災16日目の福島・郡山・白河）
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被災病院の情報収集・視察（救援医療材料搬送）
１，3月12日（発災2日目）：北茨城市（附属病院DMAT)

２，3月19日（発災9日目）：いわき共立病院（安田副本部長・小田医師）
３，3月19日（発災9日目）：日立港病院院長から診療開始情報
副本部長→薬剤師派遣依頼情報を薬剤部長を通じ県薬剤師会に提供
４，3月19日（発災9日目）：北茨城避難所派遣隊から歯科医師の需要情報
副本部長より日立歯科医師会に情報提供→歯科医師4名派遣
５，3月20日（発災10日目）：北部地区4病院（松村副院長）
＊移動に際し北部地区メディカルコントロール協議会３消防本部の協力

６，3月22日（発災12日目）：北茨城市立総合病院（河野救急副部長）
７，3月24日（発災14日目）：高萩協同・水戸共同病院（白川看護部長・浅野看護師）
８，3月26日（発災16日目）：福島県庁・白河厚生病院・太田総合病院

（安田副本部長・澤田看護師）

各大学からの支援隊コーディネート



茨城新聞
2011年
４月２９日
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東日本大震災の場合
本部機能
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東日本大震災の場合
緊急車両



東日本大震災活動後の評価－関係省庁の対応

読売新聞・2011年4月16日（土曜日）
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【単位：人】

区　　　　　　分 所在地 職　　種 3月17日 3月18日 3月19日 3月20日 3月21日 3月22日 3月23日 3月24日 3月25日 3月26日 3月27日 3月28日 3月29日 3月30日 3月31日 小　計 4月1日 小　計 合　計

福島県庁 福島県 医師 1 1 0 1

看護師 1 1 0 1

二本松病院 福島県 医師 1 1 0 1

看護師 1 1 0 1

太田西ノ内病院 福島県 医師 1 1 0 1

看護師 1 1 0 1

白河厚生総合病院 福島県 医師 1 1 0 1

看護師 1 1 0 1

磐城共立病院 福島県 医師 2 2 0 2

北茨城市立総合病院 北茨城市 医師 2 2 0 2

北茨城市避難所 北茨城市 医師 6 4 3 13 0 13

看護師 2 1 1 4 0 4

高萩協同病院 高萩市 医師 4 4 3 3 6 2(2) 1(3) 3(2) 1 1 2 2 3 2 37(7) 2 2 39(7)

看護師 2 2(2) 2(2) 0(2) 0(2) 6(8) 0 6(8)

事務 0(1) 0(1) 0(1) 0(3) 0 0(3)

日立総合病院 日立市 医師 2 1 3 0 3

多賀総合病院 日立市 医師 1 1 0 1

秦病院 日立市 医師 1 1 2 0 2

志村大宮病院 常陸大宮市 医師 3 1 1(1) 1(1) 6(2) 0 6(2)

ひたちなか総合病院 ひたちなか市 医師 1 1 1 1 4 0 4

水戸済生会総合病院 水戸市 医師 1 1 0 1

水戸赤十字病院 水戸市 医師 3 3 1 1 1 9 0 9

水府病院 水戸市 医師 1 1 1 3 0 3

住吉クリニック 水戸市 医師 1 1 0 1

水戸医療センター 茨城町 医師 2 1 3 0 3

洞峰公園避難所 つくば市 医師 2 5 7 8 6 4(3) 32(3) 0 32(3)

事務 0(1) 0(1) 0 0(1)

霞ヶ浦医療センター 土浦市 医師 2 2 4 0 4

土浦保健所 土浦市 放射線技師 3 3 3 3 3 3 18 0 18

12 24 24 19 17 22(4) 7(4) 6(5) 5(3) 11(2) 3(2) 2(2) 2 3(2) 2 159(24) 2 2 161(24)

医師 9 21 19 15 13 19(3) 7(3) 4(4) 5(2) 5 1 2 2 3 2 127(12) 2 2 129(12)

看護師 0 0 2 1 1 0 0 2 0 6(2) 2(2) 0(2) 0 0(2) 0 14(8) 0 0 14(8)

放射線技師 3 3 3 3 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 0 0 18

事務 0 0 0 0 0 0(1) 0(1) 0(1) 0(1) 0 0 0 0 0 0 0(4) 0 0 0(4)

注1）平成23年3月31日時点の派遣実績、及び今後確定している派遣分を集計したものであり、今後の状況により変更の可能性が有りうる。

注2）括弧内人数は、北陸・東海地区の国立大学病院からの緊急医師等派遣人数であり、外数である。

東北関東大震災に伴う、本院関連病院等への緊急医師等派遣状況（中間集計）

合　　　　　計

診療グループ別医師集計

総合 整形 脳外 放腫 循内 小内 呼内 腎内 消内 救急 代内 血内 腺外 膠内 神内 精神 消外 耳鼻 循外 計

35 13 12 9 8 7 6 6 5 5 4 3 3 2 2 2 2 2 1 127
25％は女性医師

医療団派遣実績：総数161名（医師129名・看護師14名など）



2011/5/27 25

さらに、被災地出向可能医師を呼びかけ、延175人

の派遣待機医師（教員、病院講師、レジデント、

大学院生）の登録（プーリング）があった。
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【単位：人】

区　　分 3月22日 3月23日 3月24日 3月25日 3月26日 3月27日 3月28日 3月29日 3月30日 3月31日 合　　計

教員 6 6 6 9 9 8 7 5 4 5 65

循内 1 1 2 1 5

代内 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

精神 2 2

循外 1 1 1 1 1 5

呼外 2 3 2 1 1 9

腺外 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

皮膚 1 1 1 3

脳外 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11

麻酔 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

病院講師 1 1 1 2 0 0 0 0 0 0 5

膠内 1 1

消外 1 1 1 1 4

レジデント 8 8 8 9 6 3 4 3 3 4 56

循内 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

消内 1 1 1 1 1 1 6

代内 1 1

消外 5 6 5 6 3 25

腺外 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

歯科 1 1 1 1 4

大学院生 9 10 5 3 3 2 2 6 6 4 50

循内 1 1 1 3

消内 1 1 1 1 1 1 1 7

呼内 1 1 2

消外 7 7 3 1 1 1 1 3 3 1 28

泌尿器 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

合　　計 24 25 20 23 18 13 13 14 13 13 176

東北関東大震災職種別ボランティア希望一覧



筑波大学附属病院の概要
病床数
：800床
外来患者数
：1500人から2000人
総職員数
：1097名
医師数
：臨床医学教員202名

病院研修医約250名
大学院生医師160名
大学・附属病院総医師数 約600名
看護職員約600名

University of Tsukuba Hospital



人的・物的支援は急性期ｰ亜急性期初期に！？



東日本大震災活動後の評価
－関係省庁の対応
・茨城県庁担当による

医療機関調査
（3月18日13時）

枯渇する医療材料は？

→“おむつ”(多数）
DMATがおむつを届けた！？

聞き手も答え手も災害医療を
知らない結果

災害拠点病院が薬や物資が
ない!?
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大震災緊急対策本部
緊急医療材料供給センター



附属病院緊急医療材料供給センター
供給元：NPO法人日本ACLS協会ネットワークなど
払出先：筑波大臨床研修協力連絡協議会52病院ネットワークなど
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「緊急医療材料供給センター」の支援実績
受入先

NPO法人日本ACLS協会、テルモ（株）、ニプロ（株）、

NPO法人日本ACLS協会支部（船橋TS、長崎TS、六日市TS、

熊本TS、日本口腔外科学会TS、光市立光総合病院TS、

広島TS、奈良TS、京都TS、佐賀好生館TSなど）、日本光電（株）

中島メディカル（株）、岐阜大学医学部附属病院、徳島大学病院、

日本バイリーン㈱、ネスレ日本㈱、筑波大学附属病院ほか

＊各医療機関の物資がほぼ充足してきたため、支援申出をお断りした

文部科学省等の機関は記載してありません

払出先

社団法人茨城県医師会、日立市、北茨城市、高萩市、

常陸太田市、東海村、

福島県災害対策本部、いわき共立病院、

宮城県農林水産部食産業振興課、宮城県災害対策本部
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支援物資内容
医療材料
１）サージカルマスク類 66,620枚

２）ガーゼ類 48,000枚

３）シリンジ類 23,450本

４）輸液セット類 20,050セット

５）絆創膏・テープ類 16,860個 など

食糧・日用品類

１）生理用品 5,448枚

２）水 4,322本

３）レトルト食品 3,862食

４）子供用おむつ 2,432枚

５）大人用おむつ 1,344枚

６）米 1,000kg など





読売新聞
2011年
５月１４日

茨城新聞
2011年
４月２９日



茨城新聞
2011年
5月3日・

5月4日


